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決議事項１
賃上げに取り組む県内中小企業者を、助成金、補助金などにより支援する。

県内７商工会議所において、各種助成金・補助金について巡回・窓口対応等

で事業所への説明を行った。

県内18商工会の経営支援業務の一環として、各種助成金、補助金の申請支援

を実施。（滋賀県商工会連合会）

国のものづくり商業サービス生産性向上促進補助金及び中小企業省力化投資

補助金の地域事務局を担当し、賃上げ実施事業者向けには特例など補助率引

き上げを実施。 （滋賀県中小企業団体中央会）

会報誌「しが経産協ニュース」で情報発信。（滋賀経済産業協会）

滋賀県未来投資総合補助金（第２弾）により、物価高騰の中、県内中小企業

が行う生産性向上、新事業展開、人材育成など、未来を見据えた取組に要す

る経費の一部を補助。（滋賀県）
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2025年5月号： 厚生労働省の賃金引上げ支援助成金パッケージ、滋賀県の未来投資総合

補助金掲載。

2025年11月号： 特定（産業別）最低賃金の記事に合わせて厚生労働省、中小企業庁の

支援事業掲載。（関連ウェブサイトの紹介）

（滋賀県商工会議所連合会）

滋賀県未来投資総合補助金
（第２弾）リーフ

中小企業省力化投資補助金リーフ



決議事項１
賃上げに取り組む県内中小企業者を、助成金、補助金などにより支援する。

各監督署において、定期監督等の機会を捉えて、賃金引上げに向けた支援施策の周知を実施。（滋賀労働局）
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業務改善や生産性向上等に取り組み、事業場内最低賃金を引き上げる
中小企業・小規模事業者を支援

Ｒ７Ｒ６Ｒ５

338337340申請件数

538,508526,251399,545申請額（千円）

業務改善助成金の申請状況

設備や人への投資といった生産性向上や正規雇用と非正規雇用の間の公

正な待遇確保などを支援する、「業務改善助成金」･「働き方改革推進支

援助成金」･「キャリアアップ助成金」･「人材開発支援助成金」･「人材

確保等支援助成金」等の複数の助成金を「パッケージ」として周知。

令和7年６月18日、26日に「賃金引上げ支援パッケージ助成金説明会」

をＷＥＢで開催、参加者173名。（滋賀労働局）

滋賀県中小企業等賃上げ・人材確保環境整備応援事業補助金により、県内中小企業等が行う計画的な賃上げ

や人材確保に向けた就業規則等の見直しに必要な経費の一部を補助。（滋賀県）

「賃上げ」支援助成金パッケージ リーフ



決議事項２
「価格交渉促進月間」（９月）に合わせ、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関
する指針及び国や自治体等が実施する賃金引上げのための支援策等について、事業場
訪問やメディア活用などにより、集中的な周知の取組を行う。

令和７年9月24日、県内市町長あてに、滋賀県働き方改革推進協議会名で、市内企業への労務費の適切な転嫁

のための価格交渉に関する指針や国や県が実施する支援策等支援策の周知協力等を要請する文書を送付。

上記要請日に、構成団体のトップ等が大津市を訪問して要請書の手交後、企業支援に係る意見交換を実施。

同日、ダイハツ滋賀（竜王）工場を訪問して同社の適正取引遵守への取組や仕入先への配慮等について説明を

受け、その後意見交換を実施。（連合滋賀・滋賀県・滋賀労働局）

上記取組に向けて、産別組織と連携して、訪問先の選定や取組方針の協議を行った。

取組実施後、自治体への要請書の取扱い状況確認について労使協議等で確認や意見交換を実施。（連合滋賀）

県内７商工会議所において、ホームページや会報誌等で周知を図ったほか、価格転嫁セミナーを開催し、事業

所の個別相談にも対応。（滋賀県商工会議所連合会）
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9月24日 大津市・ダイハツ滋賀（竜王）工場訪問 商工会議所 個別相談会開催案内

（協議会）



決議事項２
「価格交渉促進月間」（９月）に合わせ、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関
する指針及び国や自治体等が実施する賃金引上げのための支援策等について、事業場
訪問やメディア活用などにより、集中的な周知の取組を行う。

9月から10月に、製造業、建設業の下請事業者を対象とした

「価格転嫁対策セミナー」を県内５箇所で開催。（滋賀県商工会連合会）

公正取引員会による中小企業団体向け「出張！トリテキ会議*１」や中小企業

組合による「団体協約、組合協約の活用*２」を当会、ホームページ、機関誌、

メールマガジンにおいて周知広報を実施。

*1 12/12に草津市にて研修会開催

*2 11/７および12/１にオンラインにてセミナー開催

2025年2月4日の経営労働フォーラムで時局講演として賃上げ・価格転嫁等
を取り上げ。その記事を会報誌「しが経産協ニュース」2025年3月号に掲載。

（滋賀経済産業協会）

会報誌「しが経産協ニュース」で周知啓発。（滋賀経済産業協会）
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（滋賀県中小企業団体中央会）

2025年8月号：価格交渉促進月間・フォローアップ調査結果・価格交渉支援ツール
およびセミナーの案内につき掲載。

2025年9月号：最低賃金の記事のなかで価格転嫁交渉の強化に言及。
2025年10月号：価格転嫁・取引適正化に関する取り組みにつき掲載。

（経済産業大臣9月4日付文書の要請に対応）

価格転嫁対策セミナー開催案内

しが経産協ニュース （2025年10月号）



決議事項２
「価格交渉促進月間」（９月）に合わせ、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関
する指針及び国や自治体等が実施する賃金引上げのための支援策等について、事業場
訪問やメディア活用などにより、集中的な周知の取組を行う。

６月に価格転嫁状況に関する設問を設けた会員企業対象のアンケートを実施。(回答数71社）
結果を「しが経産協ニュース」2025年7月号に掲載。（滋賀経済産業協会）
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2024年調査結果2025年調査結果
8.2％11.9％できている資本金1億円未満
63.9％76.2％一部できている
23.0％7.1％できていない

4.9％4.8％必要なし
3.5％11.1％できている資本金1億円以上
72.4％66.7％一部できている
24.1％22.2％できていない
0％0％必要なし

会員企業対象のアンケート結果は、回答数
が少ないので参考にとどめるべきではある
が、転嫁できていとの回答が増えている。
原材料・エネルギー費に比較すると、転嫁
できているとの回答はまだ若干少ない。

【設問：労務費の価格転嫁ができているか】

県内商工団体と連携して、適切な価格転嫁の実現を応援
するセミナーを８月から11月に県内各地で開催。

経済団体へ会員事業者に向けた周知依頼をしたほか、県
内事業者向けに各種支援情報等を配信するメールマガジ
ンで周知。（滋賀県）

しがビジネス応援だより （25/09/19号）

（滋賀県）



決議事項３
適切な価格転嫁のための価格交渉の促進に向け、パートナーシップ構築宣言への登録
を勧奨する。

企業訪問時においてパートナーシップ構築宣言への登録を勧奨。（連合滋賀）

県内７商工会議所において、ホームページやHPや会報誌等で登録勧奨を行った。（滋賀県商工会議所連合会）

公正取引員会による中小企業団体向け「出張！トリテキ会議」や中小企業組合による「団体協約、組合協約の活用」を当

会、ホームページ、機関誌、メールマガジンにおいて周知広報を実施。（滋賀県中小企業団体中央会）

会報誌「しが経産協ニュース」で周知啓発。（滋賀経済産業協会）

６月に価格転嫁状況に関する設問を設けた会員企業対象のアンケートを実施し、

その結果を「しが経産協ニュース」2025年7月号に掲載。（滋賀経済産業協会）

令和６年８月に開設した滋賀県の「適切な価格転嫁の促進に向けた特設ホーム

ページ」の構成をより見やすく更新し、情報発信するとともに、パートナーシ

ップ構築宣言への登録を勧奨。（滋賀県）

中小企業経営革新等応援事業補助金等の一部の県補助金においてパートナー

シップ構築宣言企業に対する採択審査時の加点措置を設けている。（滋賀県）

11月の「しわ寄せ防止キャンペーン月間」に、取引先中小事業者への「しわ寄せ」防止を要請するため雇用環境・均等

室が管内の大企業等８社を訪問した際、パートナーシップ構築宣言についても周知。（滋賀労働局）
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2025年7月号：パートナーシップ構築宣言のひな形改正につき掲載。

適切な価格転嫁の促進に向けた特設HP



決議事項４
国に対して、適切な価格転嫁の促進や生産性の向上等、持続的な賃上げの実現に向けて
必要な要望を行う。

全国の商工会議所において、11月に地元選出の与党国会議員への一斉陳情を行い、深刻な人手不足に苦しむ中
小企業の生産性向上に向けた税制措置を要望。（滋賀県商工会議所連合会）

11月20日に開催された「第65回商工会全国大会」（NHKホール）の決議として「Ⅲ.最低賃金の引き上げ等に伴
う社会保険料等の負担軽減」が挙げられており、具体的な内容として「最低賃金の大幅引き上げへの重点的な支

援の実施」「適切な価格転嫁ができる取引慣行の定着実現」等の記載のある「「第65回商工会全国大会」の決
議に関する陳情書」を滋賀県選出の国会議員10名に手渡した。（滋賀県商工会連合会）

第77回中小企業団体全国大会（広島大会：11/12）が2,000人規模で開催され、重点要望事項として「コスト上

昇に係る適正かつ円滑な価格転嫁を可能とするため、国主導により、下請取引環境の改善や商習慣の適正化を図

るとともに、積極的な価格改定を可能とする価格交渉に係る環境整備の更なる拡充」を決議、今後、全国団体よ

り要望実施。（滋賀県中小企業団体中央会）

滋賀地方最低賃金審議会に使用者側委員として参画。国に対する持続的な賃上げに向けた必要な要望の実施を最

低賃金答申の附帯要求事項とした。（滋賀経済産業協会）

令和８年度に向けた政府への政策提案・要望として、経済産業省および厚生労働省へ「価格転嫁の円滑化に向け

た環境整備」、「賃上げに取り組む中小企業への支援」等について要望を行った。（滋賀県）
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